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中国における子会社の出資持分一部譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成22 年５月 28 日開催の取締役会において、中国におけるエンジニア育成事業の見直しに伴う、

「阿爾卑斯科技（青島）有限公司」（通称 アルテック青島）の出資持分の一部譲渡を決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記  

 
１．子会社の出資持分一部譲渡の概要 
 
 （1）出資持分譲渡の理由 

当社は、平成 19 年３月に阿爾卑斯科技（青島）有限公司を設立、同年７月にはＡＬＰＳ青島教育開

発センターを開設し、選抜された中国の優秀な大学生に対し、同センターで技術・ビジネス教育を施し

た後、社員（派遣技術者）として受け入れてまいりましたが、今般、当社グループの中国におけるエン

ジニア育成事業の見直しにより、中国事業を再編することといたしました。当社は、当該子会社資本の

一部を現地法人等に譲渡し、資本の現地化を進めることで事業の自由度を高め、従来からの中国人技術

系人材の教育・育成を中心とした事業に加え、現地における人材関連サービス事業を拡大・強化してい

く方針です。当該現地法人とは人材ビジネスの分野を中心に引き続き幅広い業務提携関係を結び、中国

での事業拡大を進めるメーカーを中心とした日系企業の技術系人材ニーズにお応えしてまいります。 
本件譲渡により一時的に関係会社株式売却損が発生しますが、連結対象から除外により中長期的には

センター運営費用が削減されることから、収益向上が期待できるものです。 
 

 (2) 当該子会社の概要 

名称 阿爾卑斯科技（青島）有限公司 
所在地 中国青島市市南区嘉祥路103号 

代表者の役職・氏名 董事長 小田 寛 

事業内容 
・技術教育、ビジネス教育 
・教育・研修コンサルティング 
・機械、電気設計等の請負 

資本金 100,000千円 
設立年月日 平成19年3月７日 
株主 株式会社アルプス技研（100％）出資 

当社との関係 人的関係 
当社の使用人が董事・監事に就任しておりました

が、今回の異動に伴い、人的関係を解消する予定

です。 
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（3）当該子会社の最近３年間の経営成績及び財政状態               （単位 千円）

 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 
売上高 76,914 109,861 82,100
営業利益 21,125 7,564 △1,819
経常利益 20,822 3,727 △2,581
当期純利益 13,691 2,586 △2,629
純資産 114,337 99,556 97,491
総資産 168,704 138,754 121,725

(4) 出資持分譲渡先の概要 
  ① 現地法人 

名称 青島阿爾卑斯企業管理諮詢有限公司 

所在地 中国 青島市市南区香港中路76 号クラウンプラザ 1208 室 

代表者の役職・氏名 董事長 趙 宏 

設立年月 平成22 年5 月 

上場会社と 

当該法人との関係 
当社と現地法人との間には、資本・取引関係はありません。 

   ② 個人(上記現地法人の関係者) 

氏名 佐々木愛 氏 

住所 宮城県仙台市 

上場会社と 

当該個人との関係 
当社と当該個人との間には、資本・取引関係はありません。 

 

(5）当該子会社の出資持分譲渡後の所有持分 

青島阿爾卑斯企業管理諮詢有限公司 60.0％、 佐々木愛 氏 26.0％、 当社 14.0％ 

 
（6） 譲渡の日程 

平成22 年５月28 日    当社取締役会決議 

平成22 年７月01 日    出資持分譲渡 

 

２．  当該子会社との関係 

   阿爾卑斯科技（青島）有限公司は当社の100％子会社でありましたが、今回出資持分の86％を譲渡する

ことにより、同社は当社の連結決算の対象から除外となります。なお、譲渡後においても、当社は中国人

技術者の受け入れを継続していく予定であります。 
 
３． 業績への影響 

    当該子会社の出資持分の譲渡により、平成22年12月期第２四半期において、連結ベースで関係会社株式売

却損として約 72 百万円の特別損失を計上する予定であります。なお、平成 22 年２月 10 日に公表しました業績

予想に変更はありません。 

以上 


